










 
 

１１月２９日（月） 近畿ブロック参加申込締切、受講者案内 
１１月３０日（火） 東海・北陸ブロックＺＯＯＭテスト 
１２月 １日（水） 関東・甲信越ブロック研修資料ＵＰ 
１２月 ２日（木） 近畿ブロックＺＯＯＭテスト 
１２月 ６日（月） 中国・四国ブロック参加申込締切、受講者案内 

九州・沖縄ブロック参加申込締切、受講者案内 
北海道・東北ブロック参加申込締切、受講者案内 

１２月 ７日（火） 関東・甲信越ブロック登壇者ＺＯＯＭテスト 
１２月 ８日（水） 関東・甲信越ブロック研修（１日目・神奈川中継） 
１２月 ９日（木） 関東・甲信越ブロック研修（２日目・神奈川中継） 
１２月１３日（月） 北海道・東北ブロック研修登壇者との打合せ 
１２月１４日（火） 近畿ブロック研修資料ＵＰ 

中国・四国ブロックＺＯＯＭテスト 
１２月１５日（水） 東海・北陸ブロック登壇者ＺＯＯＭテスト 
１２月１６日（木） 東海・北陸ブロック研修（１日目・愛知中継） 
１２月１７日（金） 東海・北陸ブロック研修（２日目・愛知中継） 
１２月２１日（火） 九州・沖縄ブロック研修ＺＯＯＭテスト 
１２月２２日（水） 近畿ブロック登壇者ＺＯＯＭテスト 
１２月２３日（木） 近畿ブロック研修（１日目・大阪中継） 
１２月２４日（金） 近畿ブロック研修（２日目・大阪中継） 
１２月２７日（月） 北海道・東北ブロックＺＯＯＭテスト 
１２月２８日（火） 中国・四国ブロック研修資料ＵＰ 
１２月３０日（木） 関東・甲信越ブロック研修アンケート締切 
令和４年 
１月 ６日（水） 東海・北陸ブロック研修アンケート締切 
１月１１日（火） 九州・沖縄ブロック研修資料ＵＰ 
１月１３日（木） 近畿ブロック研修アンケート締切 
１月１２日（水） 中国・四国ブロック研修登壇者ＺＯＯＭテスト 
１月１３日（木） 中国・四国ブロック研修（１日目・高知中継） 

近畿ブロック研修アンケート締切 
１月１４日（金） 中国・四国ブロック研修（２日目・高知中継） 
１月２０日（水） 九州・沖縄ブロック研修登壇者ＺＯＯＭテスト 
１月２１日（木） 九州・沖縄ブロック研修（１日目・福岡中継） 
１月２２日（金） 九州・沖縄ブロック研修（２日目・福岡中継） 
１月２５日（火） 北海道・東北ブロック研修登壇者ＺＯＯＭテスト 
１月２６日（水） 北海道・東北ブロック研修（１日目・福岡中継） 
１月２７日（木） 北海道・東北ブロック研修（２日目・福岡中継） 
２月 ３日（水） 中国・四国ブロック研修アンケ―ト締切 
２月１０日（木） 九州・沖縄ブロック研修アンケート締切 
２月１７日（木） 北海道・東北ブロック研修アンケート締切 
２月〜３月 各都道府県へ受講者の当日受講状況、アンケート提出状況提出 

修了要件者で未確認者に個別連絡 
各都道府県へ受講者の当日受講状況、アンケート提出状況確定版送
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２－７ 事業運営・実施体制 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

厚生労働省 

生活困窮者自立支援全国ネットワーク 

現地担当：理事、研修委員、事務局 
業務内容：全体とりまとめ、企画立案・運営、開催地自治体や現地団体、講師・

スタッフとの調整・連絡、スケジュール・進捗管理、会計等 

協力都道府県 
企画立案・運営協力 

講師 
研修講師として登壇 

委託 報告・相談 

連絡・調整 報告・相談 依 頼

委託 
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２－８ 資料 
 
（１）開催要項 
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２－８ 資料 
 
（１）開催要項 
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（２）受講者へのご案内（例：北海道・東北ブロック研修） 
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（２）受講者へのご案内（例：北海道・東北ブロック研修） 
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（３）協力都道府県への協力依頼（例：青森県） 
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（３）協力都道府県への協力依頼（例：青森県） 
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生活困窮者自立支援全国研究交流大会 

事業詳細 



 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
生活困窮者自立支援全国研究交流大会 

事業詳細 
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３．生活困窮者自立支援全国研究交流大会 

 
本事業については、別冊「第８回生活困窮者自立支援全国研究交流大会報告書」を事業

報告書とする。ただし、別冊にて報告していない項目について、以下に報告する。 
 
３－１ 目的 
 
全国研究交流大会は今年８回目を迎える。一昨年まで６回開催した中で、参加者からは

全国の困窮者支援に携わる行政職員や支援員、学識者等、1,000 名を超える関係者が一堂
に会し、制度の理念を再確認し、各地の先進事例に触れ、現場の実践報告を聞き、それぞ

れの事業や取り組みについて分科会の場で理解を深めることができることはとても有意義

であるという評価を得ている。加えて、支援をしていく中で壁にぶつかり、孤立するなど

様々な困難を抱える支援員同士が共感し、励まし合うことができ、明日の支援への活力を

得る貴重な場となっているという声が多数聞かれている。 
新型コロナウイルス感染拡大防止の観点からオンライン開催となった令和 2 年度は、

1,242 名の申し込みがあり、全体会 2 回、分科会 8 回（3 回まで参加可能）の参加者は延
べ 3,013名もの参加があった。感染拡大の長期化に伴い令和３年度もオンライン開催の大
会とし、オンライン上で支援に携わる人々の繋がりを確かめ合い、互いを支え合う機会と

し、支援現場が少しでも元気になれるような大会にしていくことを目的とした。 
 
 
３－２ 企画立案・実施の流れ 
 
（１）開催方法・実施日程の決定 

１）感染状況に応じてハイブリッド開催を予定し、愛知県に現地実行委員会を設け、

愛知県東海市の協力と当該市に立地する日本福祉大学に会場の提供等の協力を得

ながら、準備をすすめていった。愛知県の自治体及び社会福祉協議会、NPO等の
支援員の所属組織のメンバーで現地企画の検討・実施も担っていただいた。

２）令和 年度は分科会によっては双方向のやり取りができる ミーティングでの実

施もあり、人数制限と つの分科会までの参加制限を行なったが、もっとたくさんの

分科会に参加したいという声も多く、今年度は人数制限のないウェビナーですべての

セッションを実施することにした。

３）全体会を最初と最後の 2回、その間に９つの分科会を実施することにし、それら
の日程については、短期間で集中して実施できるように 11 月中の土日祝日で日
程調整を行った。 
 

（２）全体会・分科会の企画

１）当団体の役員で実行委員会を開催し、開催の趣旨、企画内容、開催要綱を検討した。

２）全体会は理事会で企画を検討し、分科会については各役員が理事会に企画を提案して

進めていくことになった。

３）全体会１、分科会１～９、全体会２の企画は以下の通り。
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【全 体 会 1】 2021 11/13（土） 
＜午前の部＞10：00～12：10 
開会挨拶：生活困窮者自立支援全国ネットワーク代表理事 岡﨑誠也 
来賓挨拶：厚生労働副大臣 古賀篤  
シンポジウム： 
〇テーマ コロナ禍が照らしだした日本の困窮と制度課題 
〇登壇者 認定ＮＰＯ法人しんぐるまざあず・ふぉーらむ 理事長 赤石 千衣子 

認定ＮＰＯ法人カタリバ ディレクター 加賀 大資 
明治学院大学社会学部 准教授 仲 修平 
横浜市港北区福祉保健センター生活支援課 課長 大川 昭博 
兵庫県社会福祉協議会福祉支援部 部長 荻田 藍子 
生活困窮者自立支援全国ネットワーク 顧問 村木 厚子 

〇司会進行 生活困窮者自立支援全国ネットワーク 代表理事 宮本 太郎 
＜午後の部＞13：10～15：30 
開催地挨拶：東海市長 花田勝重 
国会議員からのエール： 

公明党 参議院議員 山本 香苗 
自由民主党 衆議院議員 鬼木 誠 
立憲民主党 参議院議員 石橋 通宏 

シンポジウム： 
〇テーマ パンデミックを超えて誰もが包摂される社会へ 
〇登壇者 中核地域生活支援センターがじゅまる 主任相談支援員 

市川市生活サポートセンターそらセンター長 朝比奈 ミカ 
豊中市市民協働部くらし支援課 課長 濱政 宏司 
よりそいホットライン 
一般社団法人社会的包摂サポートセンター 事務局長 遠藤 智子 
一般社団法人反貧困ネットワーク 事務局長 瀬戸 大作 
NPO法人抱樸 理事長 
生活困窮者自立支援全国ネットワーク 代表理事 奥田 知志 
厚生労働省社会・援護局地域福祉課 生活困窮者自立支援室長 唐木 啓介 

〇司会進行 生活困窮者自立支援全国ネットワーク 代表理事 宮本 太郎 
 
【分科会 1（伴走型支援）】 2021 11/14（日）10：00～12：00 
〇テーマ 伴走型支援の視点を考えるー愛知の実践を通じてー 
〇パネラー 一般社団法人草の根ささえあいプロジェクト 代表理事 渡辺 ゆりか 

NPO法人くらしの応援ネットワーク居住事業部 部長 吉田 全良 
NPO法人知多地域成年後見センター 理事長 今井 友乃 
社会福祉法人半田市社会福祉協議会 代表理事 前山 憲一 

〇コメンテーター 認定 NPO法人包樸 理事長 奥田 知志 
〇コーディネーター 日本福祉大学社会福祉学部 教授 原田 正樹 
 
【分科会 2（子ども若者支援）】  2021 11/14（日）14：00～16：00 
〇テーマ 子ども・若者支援は「孤独・孤立」にどう向き合うのか？ 

～第３次「子供・若者育成支援推進大綱」が示す「現在」と「未来」～ 
〇パネラー 中央大学文学部 教授 古賀 正義 

 
 

公益財団法人あすのば 代表理事小河 光治 
公益財団法人さっぽろ青少年女性活動協会 こども若者支援担当部長 
札幌市若者支援総合センター 館長 松田 考 
A´ワーク創造館（大阪地域職業訓練センター）副館長・就労支援室長

西岡 正次 
〇コーディネーター 認定 NPO 法人スチューデント･サポート･フェイス 代表理事

谷口 仁史 
【分科会 3（地域づくり）】  2021 11/20（土）10：00～12：00  
〇テーマ 生活困窮者支援と参加支援・地域づくり 
〇パネラー 阪南市社会福祉協議会 事務局次長 猪俣 健一 

南国市社会福祉協議会地域福祉課 課長 丹生谷 行朗 
公益財団法人東近江三方よし基金 事務局長 山口 美知子 
東近江市社会福祉協議会在宅福祉課 課長 眞弓 洋一 

〇コメンテーター 東京都立大学 准教授・地域共生社会推進検討会 委員 室田 信一 
〇コーディネーター 日本社会事業大学専門職大学院 客員教授 渋谷 篤男 
 
【分科会 4（一時生活支援）】  2021 11/20（土）14：00～16：00 
〇テーマ 包括的居住支援における一時生活支援事業等の可能性について考える 
〇パネラー 国土交通省住宅局安心居住推進課 課長補佐 山口 秀太 

厚生労働省社会・援護局地域福祉課 生活困窮者自立支援室長 唐木 啓介 
法務省保護局更生保護振興課 地域連携・社会復帰支援室長 西村 朋子 
NPO 法人ワンファミリー仙台 理事長 立岡 学 
座間市福祉部生活援護課 課長 林 星一 
株式会社あんど 代表取締役 西澤 希和子 

〇コーディネーター NPO 法人やどかりサポート鹿児島 理事長 芝田 淳 
 
【分科会 5（子どもの貧困）】 2021 11/21（日）10：00～12：00 
〇テーマ 子どもを支える地域づくりとアウトリーチ 

～生活困窮者自立支援制度と地域は何ができるのか？ 
〇パネラー NPO 法人子育てネットひまわり 代表理事 有澤 陽子 

新潟県パーソナル・サポート・センター 相談支援員 小田 恵 
NPO 法人パノラマ 理事長 石井 正宏 
豊中市社会福祉協議会 福祉推進室長 勝部 麗子 

〇コメンテーター 日本福祉大学社会福祉学部 教授 原田 正樹 
〇コーディネーター 生活困窮者自立支援全国ネットワーク 研修委員 鈴木 晶子 
 
【分科会 6（就労支援）】  2021 11/21（日）14：00～16：00  
〇テーマ 態様が異なる働きづらさの実態を知り、対応策を考える 
〇パネラー NPO 法人 KHJ 全国ひきこもり家族会連合会 代表理事 伊藤 正俊 

一般社団法人日本難病・疾病団体協議会 常務理事 辻 邦夫 
株式会社日本ヒューマン・コメディ 代表取締役 三宅 晶子 
認定 NPO 法人 ReBit サービス管理責任者 石倉 摩已 
日本財団公益事業部国内事業開発チーム シニアオフィサー 竹村 利道 

〇コメンテーター 認定 NPO 法人スチューデント・サポート・フェイス 代表理事  
谷口 仁史 
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【全 体 会 1】 2021 11/13（土） 
＜午前の部＞10：00～12：10 
開会挨拶：生活困窮者自立支援全国ネットワーク代表理事 岡﨑誠也 
来賓挨拶：厚生労働副大臣 古賀篤  
シンポジウム： 
〇テーマ コロナ禍が照らしだした日本の困窮と制度課題 
〇登壇者 認定ＮＰＯ法人しんぐるまざあず・ふぉーらむ 理事長 赤石 千衣子 

認定ＮＰＯ法人カタリバ ディレクター 加賀 大資 
明治学院大学社会学部 准教授 仲 修平 
横浜市港北区福祉保健センター生活支援課 課長 大川 昭博 
兵庫県社会福祉協議会福祉支援部 部長 荻田 藍子 
生活困窮者自立支援全国ネットワーク 顧問 村木 厚子 

〇司会進行 生活困窮者自立支援全国ネットワーク 代表理事 宮本 太郎 
＜午後の部＞13：10～15：30 
開催地挨拶：東海市長 花田勝重 
国会議員からのエール： 

公明党 参議院議員 山本 香苗 
自由民主党 衆議院議員 鬼木 誠 
立憲民主党 参議院議員 石橋 通宏 

シンポジウム： 
〇テーマ パンデミックを超えて誰もが包摂される社会へ 
〇登壇者 中核地域生活支援センターがじゅまる 主任相談支援員 

市川市生活サポートセンターそらセンター長 朝比奈 ミカ 
豊中市市民協働部くらし支援課 課長 濱政 宏司 
よりそいホットライン 
一般社団法人社会的包摂サポートセンター 事務局長 遠藤 智子 
一般社団法人反貧困ネットワーク 事務局長 瀬戸 大作 
NPO法人抱樸 理事長 
生活困窮者自立支援全国ネットワーク 代表理事 奥田 知志 
厚生労働省社会・援護局地域福祉課 生活困窮者自立支援室長 唐木 啓介 

〇司会進行 生活困窮者自立支援全国ネットワーク 代表理事 宮本 太郎 
 
【分科会 1（伴走型支援）】 2021 11/14（日）10：00～12：00 
〇テーマ 伴走型支援の視点を考えるー愛知の実践を通じてー 
〇パネラー 一般社団法人草の根ささえあいプロジェクト 代表理事 渡辺 ゆりか 

NPO法人くらしの応援ネットワーク居住事業部 部長 吉田 全良 
NPO法人知多地域成年後見センター 理事長 今井 友乃 
社会福祉法人半田市社会福祉協議会 代表理事 前山 憲一 

〇コメンテーター 認定 NPO法人包樸 理事長 奥田 知志 
〇コーディネーター 日本福祉大学社会福祉学部 教授 原田 正樹 
 
【分科会 2（子ども若者支援）】  2021 11/14（日）14：00～16：00 
〇テーマ 子ども・若者支援は「孤独・孤立」にどう向き合うのか？ 

～第３次「子供・若者育成支援推進大綱」が示す「現在」と「未来」～ 
〇パネラー 中央大学文学部 教授 古賀 正義 

 
 

公益財団法人あすのば 代表理事小河 光治 
公益財団法人さっぽろ青少年女性活動協会 こども若者支援担当部長 
札幌市若者支援総合センター 館長 松田 考 
A´ワーク創造館（大阪地域職業訓練センター）副館長・就労支援室長

西岡 正次 
〇コーディネーター 認定 NPO 法人スチューデント･サポート･フェイス 代表理事

谷口 仁史 
【分科会 3（地域づくり）】  2021 11/20（土）10：00～12：00  
〇テーマ 生活困窮者支援と参加支援・地域づくり 
〇パネラー 阪南市社会福祉協議会 事務局次長 猪俣 健一 

南国市社会福祉協議会地域福祉課 課長 丹生谷 行朗 
公益財団法人東近江三方よし基金 事務局長 山口 美知子 
東近江市社会福祉協議会在宅福祉課 課長 眞弓 洋一 

〇コメンテーター 東京都立大学 准教授・地域共生社会推進検討会 委員 室田 信一 
〇コーディネーター 日本社会事業大学専門職大学院 客員教授 渋谷 篤男 
 
【分科会 4（一時生活支援）】  2021 11/20（土）14：00～16：00 
〇テーマ 包括的居住支援における一時生活支援事業等の可能性について考える 
〇パネラー 国土交通省住宅局安心居住推進課 課長補佐 山口 秀太 

厚生労働省社会・援護局地域福祉課 生活困窮者自立支援室長 唐木 啓介 
法務省保護局更生保護振興課 地域連携・社会復帰支援室長 西村 朋子 
NPO 法人ワンファミリー仙台 理事長 立岡 学 
座間市福祉部生活援護課 課長 林 星一 
株式会社あんど 代表取締役 西澤 希和子 

〇コーディネーター NPO 法人やどかりサポート鹿児島 理事長 芝田 淳 
 
【分科会 5（子どもの貧困）】 2021 11/21（日）10：00～12：00 
〇テーマ 子どもを支える地域づくりとアウトリーチ 

～生活困窮者自立支援制度と地域は何ができるのか？ 
〇パネラー NPO 法人子育てネットひまわり 代表理事 有澤 陽子 

新潟県パーソナル・サポート・センター 相談支援員 小田 恵 
NPO 法人パノラマ 理事長 石井 正宏 
豊中市社会福祉協議会 福祉推進室長 勝部 麗子 

〇コメンテーター 日本福祉大学社会福祉学部 教授 原田 正樹 
〇コーディネーター 生活困窮者自立支援全国ネットワーク 研修委員 鈴木 晶子 
 
【分科会 6（就労支援）】  2021 11/21（日）14：00～16：00  
〇テーマ 態様が異なる働きづらさの実態を知り、対応策を考える 
〇パネラー NPO 法人 KHJ 全国ひきこもり家族会連合会 代表理事 伊藤 正俊 

一般社団法人日本難病・疾病団体協議会 常務理事 辻 邦夫 
株式会社日本ヒューマン・コメディ 代表取締役 三宅 晶子 
認定 NPO 法人 ReBit サービス管理責任者 石倉 摩已 
日本財団公益事業部国内事業開発チーム シニアオフィサー 竹村 利道 

〇コメンテーター 認定 NPO 法人スチューデント・サポート・フェイス 代表理事  
谷口 仁史 
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〇コーディネーター 社会福祉法人生活クラブ風の村 理事長 池田 徹 
 
【分科会 7（活躍支援）】 2021 11/23（火・祝）10：00～12：00 
〇テーマ 地域を元気にする「活躍支援」の地域・場づくり 
〇パネラー 藤里町社会福祉協議会 会長 菊池 まゆみ 

NPO法人ハート inハートなんぐん市場 理事  
公益財団法人正光会御荘診療所 所長 長野 敏宏 
一般社団法人釧路社会的企業創造協議会 代表理事 櫛部 武俊 
NPO法人全国コミュニティライフサポートセンター 理事長 池田 昌弘 

〇コーディネーター 東北福祉大学総合マネジメント学部 教授 高橋 誠一 
 
【分科会 8（家計改善支援） 2021 11/23（火・祝）14：00～16：00 
〇テーマ アフターコロナの家計改善支援のあり方 

～家計改善支援で何ができるのか。家計改善支援の本質的な役割を問う～ 
〇パネラー 上智大学総合人間科学部社会福祉学科 准教授 鏑木 奈津子 

厚生労働省社会・援護局地域福祉課 生活困窮者自立支援室長 唐木 啓介 
野洲市市民部 次長 生水 裕美 
日本司法支援センター（法テラス）本部 常勤弁護士 鏑木 信行 
グリーンコープ生活協同組合連合会常務理事 生活再生事業推進室長

行岡 みち子 
明治学院大学 教授 新保 美香 

 
【分科会 9（災害ケースマネジメント）】 2021 11/27（土）10：00～12：00 
〇テーマ 緊急時の災害を平時の支援でカバーする災害ケースマネジメント分科会 
〇パネラー 宮城県災害復興支援士業連絡会 副会長 宇都 彰浩 

一般社団法人さいわい代表 理事 井若 和久 
NPO法人 YNF 代表理事 江﨑 太郎 

〇コーディネーター 大阪市立大学大学院文学研究科 准教授 菅野 拓 
 
【全 体 会 ２】 2021 11/27（土）14：00～16：00 
シンポジウム：  
〇テーマ ポスト・コロナ社会における生活困窮者自立支援制度 

生活困窮者自立支援制度バージョンアップ（2.0）を考える 
〇登壇者 前在リトアニア日本国大使館 特命全権大使 山崎 史郎 

厚生労働省医政局総務課 課長 熊木 正人 
生活困窮者自立支援全国ネットワーク 顧問 
東京大学公共政策大学院 客員教授 鈴木 俊彦 
生活困窮者自立支援全国ネットワーク 理事 
日本労働者協同組合連合会 専務理事 田嶋 康利 

〇司会進行 生活困窮者自立支援全国ネットワーク 監事 
慶應義塾大学経済学部 教授 駒村 康平 

 
 
 
 

 
 

（３）開催要綱作成・告知・参加集約 
〇開催要綱の作成 

企画と各登壇者の確定を受けて、それぞれの登壇者・担当者からの原稿を編集し、

大会の開催要綱を 20,000 部作成した。（開催要綱は、別冊「第８回生活困窮者自
立支援全国研究交流大会報告書」に掲載） 

〇告知 
「困窮者支援情報共有サイト」と当団体のホームページにオンライン開催と日時

を告知。開催要綱完成後ただちに、開催要綱と申込フォームを掲載。 
開催要綱は全国の都道府県・市町村と社会福祉協議会へ送付。加えて、当ネット 

ワークの社員、会員、賛助会員へも送付。当ネットワーク役員より、可能な範囲で 
各エリアの関係者に配布した。 

〇参加集約 
参加申し込みフォームは「困窮者支援情報共有サイト」の委託先に作成・集約を

委託して行った。その際、個人参加、グループで参加の区分を入力して申し込める

仕組みとした。法人申し込みについては、メールでの申し込みの対応をした。 
 
（４）当日資料・当日のオンライン会議・アンケート入力フォームの案内 

登壇者の講演資料や報告事例等の原稿を取りまとめて編集し、当日資料を参加者

がダウンロードできるように「困窮者支援情報共有サイト」にアップロードし、申

込者に当日の入室 URL を案内する仕組みとした。全体会２回と分科会９回の資料
と案内等を都度行った。 

 
（５）当日の運営 

大会事務局が、大会のオンライン配信拠点を担い、大会がスムーズに進行するよ

うに動いた。 
 
（６）大会ニュースの発行・掲載、アーカイブ動画の掲載 

当日の様子をタイムリーにまとめて大会ニュースとして作成し、「困窮者支援情

報共有サイト」及び当団体のホームページに掲載した。（大会ニュースは、別冊「第

８回生活困窮者自立支援全国研究交流大会報告書」に掲載） 
大会ニュース 1号、2号 11月 19日発行 
大会ニュース 3号 11月 20日発行 
大会ニュース 4号 11月 25日発行 
大会ニュース 5号 11月 26日発行  
大会ニュース 6号 11月 29日発行 
大会ニュース 7号 11月 29日発行 
全体会、分科会後にライブ中継した動画をアーカイブ動画として、大会参加申込 

者向けに困窮者支援情報共有サイトに期間限定でパスワードを設けて掲載し、当日 
参加できなかった人も視聴できるようにした。 

 
（７）アンケートの実施 

事後評価して今後の取り組みに活用する目的で例年継続しているアンケートにつ

いては、オンライン開催を受けて、アンケート入力フォーム（Googleフォーム）を
各会の当日資料と一緒に掲載して、入力してもらう仕組みとした。 
アンケートでは、各企画内容・大会運営等へ５段階で評価をしてもらい、今後の 
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〇コーディネーター 社会福祉法人生活クラブ風の村 理事長 池田 徹 
 
【分科会 7（活躍支援）】 2021 11/23（火・祝）10：00～12：00 
〇テーマ 地域を元気にする「活躍支援」の地域・場づくり 
〇パネラー 藤里町社会福祉協議会 会長 菊池 まゆみ 

NPO法人ハート inハートなんぐん市場 理事  
公益財団法人正光会御荘診療所 所長 長野 敏宏 
一般社団法人釧路社会的企業創造協議会 代表理事 櫛部 武俊 
NPO法人全国コミュニティライフサポートセンター 理事長 池田 昌弘 

〇コーディネーター 東北福祉大学総合マネジメント学部 教授 高橋 誠一 
 
【分科会 8（家計改善支援） 2021 11/23（火・祝）14：00～16：00 
〇テーマ アフターコロナの家計改善支援のあり方 

～家計改善支援で何ができるのか。家計改善支援の本質的な役割を問う～ 
〇パネラー 上智大学総合人間科学部社会福祉学科 准教授 鏑木 奈津子 

厚生労働省社会・援護局地域福祉課 生活困窮者自立支援室長 唐木 啓介 
野洲市市民部 次長 生水 裕美 
日本司法支援センター（法テラス）本部 常勤弁護士 鏑木 信行 
グリーンコープ生活協同組合連合会常務理事 生活再生事業推進室長

行岡 みち子 
明治学院大学 教授 新保 美香 

 
【分科会 9（災害ケースマネジメント）】 2021 11/27（土）10：00～12：00 
〇テーマ 緊急時の災害を平時の支援でカバーする災害ケースマネジメント分科会 
〇パネラー 宮城県災害復興支援士業連絡会 副会長 宇都 彰浩 

一般社団法人さいわい代表 理事 井若 和久 
NPO法人 YNF 代表理事 江﨑 太郎 

〇コーディネーター 大阪市立大学大学院文学研究科 准教授 菅野 拓 
 
【全 体 会 ２】 2021 11/27（土）14：00～16：00 
シンポジウム：  
〇テーマ ポスト・コロナ社会における生活困窮者自立支援制度 

生活困窮者自立支援制度バージョンアップ（2.0）を考える 
〇登壇者 前在リトアニア日本国大使館 特命全権大使 山崎 史郎 

厚生労働省医政局総務課 課長 熊木 正人 
生活困窮者自立支援全国ネットワーク 顧問 
東京大学公共政策大学院 客員教授 鈴木 俊彦 
生活困窮者自立支援全国ネットワーク 理事 
日本労働者協同組合連合会 専務理事 田嶋 康利 

〇司会進行 生活困窮者自立支援全国ネットワーク 監事 
慶應義塾大学経済学部 教授 駒村 康平 

 
 
 
 

 
 

（３）開催要綱作成・告知・参加集約 
〇開催要綱の作成 

企画と各登壇者の確定を受けて、それぞれの登壇者・担当者からの原稿を編集し、

大会の開催要綱を 20,000 部作成した。（開催要綱は、別冊「第８回生活困窮者自
立支援全国研究交流大会報告書」に掲載） 

〇告知 
「困窮者支援情報共有サイト」と当団体のホームページにオンライン開催と日時

を告知。開催要綱完成後ただちに、開催要綱と申込フォームを掲載。 
開催要綱は全国の都道府県・市町村と社会福祉協議会へ送付。加えて、当ネット 

ワークの社員、会員、賛助会員へも送付。当ネットワーク役員より、可能な範囲で 
各エリアの関係者に配布した。 

〇参加集約 
参加申し込みフォームは「困窮者支援情報共有サイト」の委託先に作成・集約を

委託して行った。その際、個人参加、グループで参加の区分を入力して申し込める

仕組みとした。法人申し込みについては、メールでの申し込みの対応をした。 
 
（４）当日資料・当日のオンライン会議・アンケート入力フォームの案内 

登壇者の講演資料や報告事例等の原稿を取りまとめて編集し、当日資料を参加者

がダウンロードできるように「困窮者支援情報共有サイト」にアップロードし、申

込者に当日の入室 URL を案内する仕組みとした。全体会２回と分科会９回の資料
と案内等を都度行った。 

 
（５）当日の運営 

大会事務局が、大会のオンライン配信拠点を担い、大会がスムーズに進行するよ

うに動いた。 
 
（６）大会ニュースの発行・掲載、アーカイブ動画の掲載 

当日の様子をタイムリーにまとめて大会ニュースとして作成し、「困窮者支援情

報共有サイト」及び当団体のホームページに掲載した。（大会ニュースは、別冊「第

８回生活困窮者自立支援全国研究交流大会報告書」に掲載） 
大会ニュース 1号、2号 11月 19日発行 
大会ニュース 3号 11月 20日発行 
大会ニュース 4号 11月 25日発行 
大会ニュース 5号 11月 26日発行  
大会ニュース 6号 11月 29日発行 
大会ニュース 7号 11月 29日発行 
全体会、分科会後にライブ中継した動画をアーカイブ動画として、大会参加申込 

者向けに困窮者支援情報共有サイトに期間限定でパスワードを設けて掲載し、当日 
参加できなかった人も視聴できるようにした。 

 
（７）アンケートの実施 

事後評価して今後の取り組みに活用する目的で例年継続しているアンケートにつ

いては、オンライン開催を受けて、アンケート入力フォーム（Googleフォーム）を
各会の当日資料と一緒に掲載して、入力してもらう仕組みとした。 
アンケートでは、各企画内容・大会運営等へ５段階で評価をしてもらい、今後の 
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取り組みの参考となるように自由記入欄も設けた。延べ 1,245 名（延べ参加 5,205
名の 24％）よりアンケートの入力があった。（アンケートの「プログラムの内容に
ついての評価」、「感想の一部」について、別冊「第８回生活困窮者自立支援全国

研究交流大会報告書」に掲載。尚、参加者の状況（属性や職種、都道府県）につい

ては、参加申込のあった 1,242名の申込情報より集計して掲載。） 
 
 

３－３ 成果 
 
（１）参加人数とアンケート回答数、評価について 

 
（２）成果について 
・オンライン開催 2年目となり、オンラインという制約でも申込者、参加者が増えて
いる。申込 1,677名（令和 2年度 1,242名の 135％増）、延べ参加数 5,205名（令
和 2年度 3,013名の 173％増）となっている。 

・理由として、すべてのセッションへの参加・アーカイブ動画の視聴も可能としたた

め参加者が自由に参加しやすくなったこと、オンライン実施に慣れてきたこと、オ

ンラインであっても「参加したい、学びたい」という思いが強くなっていることな

どが考えられる。 
・その背景には、感染拡大が長期化し、支援現場の多忙さ、大変さに疲弊している支

援員の厳しい現状も窺える。そういう状況の支援員にとって、日頃の支援を確認で

きる場、自己肯定できる貴重な場になっているのではないかと思われる。本大会が

少しでも癒しになり、明日への活力になっている面もあるのではないかと推察され

る。 
・全体会は、この社会状況下で制度の枠を超えた取り組みや今後のありようまで、広

く深い提起がなされ議論が展開された。企画については当ネットワークの役員が実

行委員会で検討を重ねて、登壇者の人選なども含めて検討して、準備をすすめてき

た。 
・分科会は、役員が経験、知見などを活かして起案し、それぞれの所属組織や地域な

どと一緒に企画検討をすすめ、当日の運営・実施まで担ってきた。制度の事業とそ

れに関連する事業を網羅して、参加者にも魅力的な内容になっているものと思われ

る。 
・分科会は全体会を受けて、「さらに掘り下げたテーマにしてはどうか」「制度にと

らわれずにテーマで企画してはどうか」という声も出されているが、今年度も各分

 
 

科会企画は高い評価を得ている。支援の現場を担う参加者にとって魅力的な企画に

なっているのではないかと思われる。例えば、今年から本格的に始まった地域共生

社会、重層的支援隊整備事業などと現在の支援現場がどのように連携していくのか、

どのように繋がるのかというテーマの分科会は支援現場にとっても直接役立つセッ

ションであったという評価が多かった。他にも、家計改善支援事業の分科会はこの

間支援現場に役立つ事例や情報を提示し、支援員の疑問や悩みに応えるような企画

を貫いてきたが、そのことへの評価も高かった。 
・オンライン開催については、今年度も対面での開催を期待する声も多く聞かれたが、

オンラインだから参加できる層も一定程度あり、今後の開催方法の検討が必要。 
・全体的な感想としては、「新たな気づきが得られた」「原点を見つめ直すことがで

きた」「支援の参考になり、勇気をもらえた」「チャットの質問にも答えてもらえ、

とても充実した時間だった」など好評だった。 

 
３－４ スケジュール 

５月２６日（水） 厚生労働省と事務局打合せ、令和３年度委託事業委託契約の締結 
６月２１日（月） 第８回全国大会事務局会議 
６月２４日（木） 第８回全国大会実行委員会 
７月２７日（火） 第８回全国大会事務局会議 
７月２９日（木） 第８回全国大会実行委員会 
８月３１日（火） 第８回全国大会事務局会議 
９月 ７日（火） 第８回全国大会実行委員会 
９月２１日（火） 第８回全国研究交流大会開催要綱、会報１４号発送 
９月３０日（木） 第８回全国大会実行委員会 

１０月２６日（火） 第８回全国大会実行委員会 
１１月１３日（土） 第８回全国大会全体会開催 
１１月１４日（日） 第８回全国大会分科会１．２開催 
１１月２０日（土） 第８回全国大会分科会３．４開催 
１１月２１日（日） 第８回全国大会分科会５．６開催 
１１月２２日（月） 第８回全国大会実行委員会 
１１月２３日（火） 第８回全国大会分科会７．８開催 
１１月２７日（土） 第８回全国大会分科会９．全体会２開催 
＜令和４年＞ 
２月２８日（月） 第８回全国研究交流大会報告書発行 
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取り組みの参考となるように自由記入欄も設けた。延べ 1,245 名（延べ参加 5,205
名の 24％）よりアンケートの入力があった。（アンケートの「プログラムの内容に
ついての評価」、「感想の一部」について、別冊「第８回生活困窮者自立支援全国

研究交流大会報告書」に掲載。尚、参加者の状況（属性や職種、都道府県）につい

ては、参加申込のあった 1,242名の申込情報より集計して掲載。） 
 
 

３－３ 成果 
 
（１）参加人数とアンケート回答数、評価について 

 
（２）成果について 
・オンライン開催 2年目となり、オンラインという制約でも申込者、参加者が増えて
いる。申込 1,677名（令和 2年度 1,242名の 135％増）、延べ参加数 5,205名（令
和 2年度 3,013名の 173％増）となっている。 

・理由として、すべてのセッションへの参加・アーカイブ動画の視聴も可能としたた

め参加者が自由に参加しやすくなったこと、オンライン実施に慣れてきたこと、オ

ンラインであっても「参加したい、学びたい」という思いが強くなっていることな

どが考えられる。 
・その背景には、感染拡大が長期化し、支援現場の多忙さ、大変さに疲弊している支

援員の厳しい現状も窺える。そういう状況の支援員にとって、日頃の支援を確認で

きる場、自己肯定できる貴重な場になっているのではないかと思われる。本大会が

少しでも癒しになり、明日への活力になっている面もあるのではないかと推察され

る。 
・全体会は、この社会状況下で制度の枠を超えた取り組みや今後のありようまで、広

く深い提起がなされ議論が展開された。企画については当ネットワークの役員が実

行委員会で検討を重ねて、登壇者の人選なども含めて検討して、準備をすすめてき

た。 
・分科会は、役員が経験、知見などを活かして起案し、それぞれの所属組織や地域な

どと一緒に企画検討をすすめ、当日の運営・実施まで担ってきた。制度の事業とそ

れに関連する事業を網羅して、参加者にも魅力的な内容になっているものと思われ

る。 
・分科会は全体会を受けて、「さらに掘り下げたテーマにしてはどうか」「制度にと

らわれずにテーマで企画してはどうか」という声も出されているが、今年度も各分

 
 

科会企画は高い評価を得ている。支援の現場を担う参加者にとって魅力的な企画に

なっているのではないかと思われる。例えば、今年から本格的に始まった地域共生

社会、重層的支援隊整備事業などと現在の支援現場がどのように連携していくのか、

どのように繋がるのかというテーマの分科会は支援現場にとっても直接役立つセッ

ションであったという評価が多かった。他にも、家計改善支援事業の分科会はこの

間支援現場に役立つ事例や情報を提示し、支援員の疑問や悩みに応えるような企画

を貫いてきたが、そのことへの評価も高かった。 
・オンライン開催については、今年度も対面での開催を期待する声も多く聞かれたが、

オンラインだから参加できる層も一定程度あり、今後の開催方法の検討が必要。 
・全体的な感想としては、「新たな気づきが得られた」「原点を見つめ直すことがで

きた」「支援の参考になり、勇気をもらえた」「チャットの質問にも答えてもらえ、

とても充実した時間だった」など好評だった。 

 
３－４ スケジュール 

５月２６日（水） 厚生労働省と事務局打合せ、令和３年度委託事業委託契約の締結 
６月２１日（月） 第８回全国大会事務局会議 
６月２４日（木） 第８回全国大会実行委員会 
７月２７日（火） 第８回全国大会事務局会議 
７月２９日（木） 第８回全国大会実行委員会 
８月３１日（火） 第８回全国大会事務局会議 
９月 ７日（火） 第８回全国大会実行委員会 
９月２１日（火） 第８回全国研究交流大会開催要綱、会報１４号発送 
９月３０日（木） 第８回全国大会実行委員会 

１０月２６日（火） 第８回全国大会実行委員会 
１１月１３日（土） 第８回全国大会全体会開催 
１１月１４日（日） 第８回全国大会分科会１．２開催 
１１月２０日（土） 第８回全国大会分科会３．４開催 
１１月２１日（日） 第８回全国大会分科会５．６開催 
１１月２２日（月） 第８回全国大会実行委員会 
１１月２３日（火） 第８回全国大会分科会７．８開催 
１１月２７日（土） 第８回全国大会分科会９．全体会２開催 
＜令和４年＞ 
２月２８日（月） 第８回全国研究交流大会報告書発行 
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３－５ 事業運営・実施体制 
 
 

 
 
 生活困窮者自立支援全国ネットワーク 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

厚生労働省 

生活困窮者自立支援全国ネットワーク大会実行委員会 

体制：役員１９名、事務局 
業務内容：全体とりまとめ、全体会・分科会企画、関係者間の調整・連絡、

スケジュール・進捗管理 等 

大会事務局 1  

大会当日運営・配信・記録等、開催要綱・当日

資料・大会ニュース・大会報告書作成 等 

委託 報告・相談 

報告・相談 報告・相談 

大会事務局 2  

委員会運営、会計、申込受

付・参加者管理 等 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
困窮者支援情報共有サイトの運営 

事業詳細 
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３－５ 事業運営・実施体制 
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厚生労働省 

生活困窮者自立支援全国ネットワーク大会実行委員会 

体制：役員１９名、事務局 
業務内容：全体とりまとめ、全体会・分科会企画、関係者間の調整・連絡、

スケジュール・進捗管理 等 

大会事務局 1  

大会当日運営・配信・記録等、開催要綱・当日

資料・大会ニュース・大会報告書作成 等 

委託 報告・相談 

報告・相談 報告・相談 

大会事務局 2  

委員会運営、会計、申込受

付・参加者管理 等 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
困窮者支援情報共有サイトの運営 

事業詳細 
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４．困窮者支援情報共有サイト

４－１ 目的

情報共有サイトの運営により、困窮者支援制度に関する情報をトータルに閲覧できるよ
うにし、支援に必要な情報やノウハウの伝達を円滑にする。それをもって、生活困窮者へ
の支援が全国的に適切に行われるようにすることを目的とする。

４－２ サイトの更新・活用状況

（１）「新型コロナウイルス感染症に関する支援策等について」の情報掲載

今年度も厚生労働省からの通知やその他の省庁や民間情報などの情報が発信された。
情報共有サイトのトップページに設置された「新型コロナウイルス感染症に関する支援
策等について」のバナーから、情報を６つのカテゴリーに分けて掲載しており、今年度
は、生活者向けの支援に関する情報３７件（併せて時系列 事務連絡等にも掲載）を見
やすく、タイムリーに掲載した。



 
 

 
 

４．困窮者支援情報共有サイト

４－１ 目的

情報共有サイトの運営により、困窮者支援制度に関する情報をトータルに閲覧できるよ
うにし、支援に必要な情報やノウハウの伝達を円滑にする。それをもって、生活困窮者へ
の支援が全国的に適切に行われるようにすることを目的とする。

４－２ サイトの更新・活用状況

（１）「新型コロナウイルス感染症に関する支援策等について」の情報掲載

今年度も厚生労働省からの通知やその他の省庁や民間情報などの情報が発信された。
情報共有サイトのトップページに設置された「新型コロナウイルス感染症に関する支援
策等について」のバナーから、情報を６つのカテゴリーに分けて掲載しており、今年度
は、生活者向けの支援に関する情報３７件（併せて時系列 事務連絡等にも掲載）を見
やすく、タイムリーに掲載した。
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（２）「全国研究交流大会について」のページ申込フォーム設置及び当日資料・アーカイ
ブ映像・大会ニュース・報告書等の掲載

第８回全国研究交流大会の開催要綱、当日資料、大会ニュース、アーカイブ映像、報
告書をタイムリーに掲載し、大会申込フォームは大きく変更し期間限定で設置した。

（３）ブロック別研修の入力フォーム設置及び当日資料掲載

支援員限定ページに当日資料とワークシートアンケート入力フォームを掲載した。

要パスワード 

要ＩＤ、パスワード 

 
 

（４）他団体のイベント等の情報掲載

役員や関係団体等より寄せられた情報を随時掲載した。トップページにお知らせを入
れ、そこから詳細を確認できるようにした。今期は２０件の掲載を行った。

（５）聞きたい、知らせたいコーナーの対応と掲載

今年度は「つなぐ箱」への投稿は２件となり、厚生労働省に繋いだ。「ききたい、知
らせたい」には５件の質問投稿があり、ＩＤ登録自治体へも呼びかけるなどして、６件
の回答の投稿が寄せられた。掲載は、ＬＩＮＥでのやり取りのように、聞きたい投稿に
対しての回答と分かるように工夫した。
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（２）「全国研究交流大会について」のページ申込フォーム設置及び当日資料・アーカイ
ブ映像・大会ニュース・報告書等の掲載

第８回全国研究交流大会の開催要綱、当日資料、大会ニュース、アーカイブ映像、報
告書をタイムリーに掲載し、大会申込フォームは大きく変更し期間限定で設置した。

（３）ブロック別研修の入力フォーム設置及び当日資料掲載

支援員限定ページに当日資料とワークシートアンケート入力フォームを掲載した。

要パスワード 

要ＩＤ、パスワード 

 
 

（４）他団体のイベント等の情報掲載

役員や関係団体等より寄せられた情報を随時掲載した。トップページにお知らせを入
れ、そこから詳細を確認できるようにした。今期は２０件の掲載を行った。

（５）聞きたい、知らせたいコーナーの対応と掲載

今年度は「つなぐ箱」への投稿は２件となり、厚生労働省に繋いだ。「ききたい、知
らせたい」には５件の質問投稿があり、ＩＤ登録自治体へも呼びかけるなどして、６件
の回答の投稿が寄せられた。掲載は、ＬＩＮＥでのやり取りのように、聞きたい投稿に
対しての回答と分かるように工夫した。
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（６）求職者支援制度のバナー設置と情報更新

求職者支援制度を広く活用してもらうため、トップページにバナーを設置し、そこか
ら厚生労働省のＨＰにリンクをかけ、最新の情報が閲覧できるようにした。

４－３． 自治体へのＩＤ登録周知案内と登録状況

（１） ＩＤ登録周知案内・情報発信と自治体のＩＤ登録状況
１）５月１９日：ＩＤ登録自治体に①登録情報の変更についてのご連絡のお願い、
②新コーナー「つなぐ箱」の開設のご案内、③第 回生活困窮者自立支援全国研究
交流大会開催について、を発出。

２）６月３日：未登録自治体のある都道府県にＩＤ登録のお願いの発出。
厚生労働省からもＩＤ登録未自治体のある都道府県に個別に呼び掛け。

３）１月１１日：ＩＤ登録自治体に①求職者支援制度の特例措置のご案内、②社会
的包摂サポートセンター実施の自立相談支援員の皆様へのアンケート調査ご協力
のお願い、を発出。

（２） ブロック別研修の当日資料のダウンロードやアンケート入力フォームを支援員限定
ページに掲載したことで登録自治体が増えた。

（３） 一方で、ＩＤ登録済の自治体でも、前任者から引き継がれていない、関係部署での
周知ができていない、受託団体に案内されていない、という実態があり、ブロック
別研修の当日資料やアンケート入力の際の問い合わせに多数対応した。

（４） ９０７自治体のうち、昨年３月時点で、登録自治体数８４６（９３．３％）、未登録
自治体数６１は（６．７％）だったが、今年の２月末には、登録自治体数８７８（９
６．８％）、未登録自治体数２９は（３．２％）となった。未登録自治体は次頁の表
の通り。

 
 

（５） 今後は１００ 登録に向けた取り組みと登録済自治体への再案内と周知のお願いを
呼びかける必要がある。

４－４．問い合わせ先に届いたメール対応

関係団体等からの連絡や個別の相談等も含め、２６件のメールが入った。個別の相談
は地域の支援機関に繋ぐなど、１人に対して複数回の対応も多かった。
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（６）求職者支援制度のバナー設置と情報更新

求職者支援制度を広く活用してもらうため、トップページにバナーを設置し、そこか
ら厚生労働省のＨＰにリンクをかけ、最新の情報が閲覧できるようにした。

４－３． 自治体へのＩＤ登録周知案内と登録状況

（１） ＩＤ登録周知案内・情報発信と自治体のＩＤ登録状況
１）５月１９日：ＩＤ登録自治体に①登録情報の変更についてのご連絡のお願い、
②新コーナー「つなぐ箱」の開設のご案内、③第 回生活困窮者自立支援全国研究
交流大会開催について、を発出。

２）６月３日：未登録自治体のある都道府県にＩＤ登録のお願いの発出。
厚生労働省からもＩＤ登録未自治体のある都道府県に個別に呼び掛け。

３）１月１１日：ＩＤ登録自治体に①求職者支援制度の特例措置のご案内、②社会
的包摂サポートセンター実施の自立相談支援員の皆様へのアンケート調査ご協力
のお願い、を発出。

（２） ブロック別研修の当日資料のダウンロードやアンケート入力フォームを支援員限定
ページに掲載したことで登録自治体が増えた。

（３） 一方で、ＩＤ登録済の自治体でも、前任者から引き継がれていない、関係部署での
周知ができていない、受託団体に案内されていない、という実態があり、ブロック
別研修の当日資料やアンケート入力の際の問い合わせに多数対応した。

（４） ９０７自治体のうち、昨年３月時点で、登録自治体数８４６（９３．３％）、未登録
自治体数６１は（６．７％）だったが、今年の２月末には、登録自治体数８７８（９
６．８％）、未登録自治体数２９は（３．２％）となった。未登録自治体は次頁の表
の通り。

 
 

（５） 今後は１００ 登録に向けた取り組みと登録済自治体への再案内と周知のお願いを
呼びかける必要がある。

４－４．問い合わせ先に届いたメール対応

関係団体等からの連絡や個別の相談等も含め、２６件のメールが入った。個別の相談
は地域の支援機関に繋ぐなど、１人に対して複数回の対応も多かった。
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４－５．事業の評価と課題

データは、 株 メディアレーベルが アナリティクスにて分析した資料を活用

（１）アクセス数の比較
（ 年 月 日〜 年 月 日／ 年 月 日〜 年 月 日）

①アクセス数は、前年同期間の 件に対し今期は 件で約 ％減少した。
前年 月のスマートニュースに掲載後、一気にアクセス数が伸び、その後も高止まり
で推移している。前期は緊急事態宣言中にアクセスが伸びているが、今期は高止ま
りのまま大きな変化もなく推移している。

②アクセス数は減少したが、平均セッション時間（滞在時間）は、前年同期間平均
秒に対し今期平均は 分 秒となり、約 ％増加している。

（２）閲覧ページ（どのページが見られているか）の比較
（ 年 月 日〜 年 月 日／ 年 月 日〜 年 月 日）

前期 スマートニュース掲載 

今期 2021 年 2 月～2022 年 1 月 

              （ブルー線） 

前期 2020 年 2 月～2021 年 1 月 

             （オレンジ線） 

 
 

①「新型コロナウィルス感染症に関する支援策等について」ページ閲覧数は約 ％増加し
たが、「相談したい」のページ閲覧数は約 ％減少している。

②コロナ関連の支援については、今年度は前年度からの継続支援が多いことから、相談窓
口は既に周知されている可能性が考えられる。

（３）検索ワードによるアクセス数の比較
（ 年 月 日〜 年 月 日／ 年 月 日〜 年 月 日）

①検索ワードからのアクセスは前期の 件から ％増の 件となっている。
②前期は一般の方がスマートニュースからサイトに辿り着く割合が大きかったが、今期は
目的を持って検索してサイトに入った人が多かったと思われる。

（４）今期の上位検索ワード（ 年 月 日〜 年 月 日）

− 126 −

情
報
サ
イ
ト



 
 

４－５．事業の評価と課題

データは、 株 メディアレーベルが アナリティクスにて分析した資料を活用

（１）アクセス数の比較
（ 年 月 日〜 年 月 日／ 年 月 日〜 年 月 日）

①アクセス数は、前年同期間の 件に対し今期は 件で約 ％減少した。
前年 月のスマートニュースに掲載後、一気にアクセス数が伸び、その後も高止まり
で推移している。前期は緊急事態宣言中にアクセスが伸びているが、今期は高止ま
りのまま大きな変化もなく推移している。

②アクセス数は減少したが、平均セッション時間（滞在時間）は、前年同期間平均
秒に対し今期平均は 分 秒となり、約 ％増加している。

（２）閲覧ページ（どのページが見られているか）の比較
（ 年 月 日〜 年 月 日／ 年 月 日〜 年 月 日）

前期 スマートニュース掲載 

今期 2021 年 2 月～2022 年 1 月 

              （ブルー線） 

前期 2020 年 2 月～2021 年 1 月 

             （オレンジ線） 

 
 

①「新型コロナウィルス感染症に関する支援策等について」ページ閲覧数は約 ％増加し
たが、「相談したい」のページ閲覧数は約 ％減少している。

②コロナ関連の支援については、今年度は前年度からの継続支援が多いことから、相談窓
口は既に周知されている可能性が考えられる。

（３）検索ワードによるアクセス数の比較
（ 年 月 日〜 年 月 日／ 年 月 日〜 年 月 日）

①検索ワードからのアクセスは前期の 件から ％増の 件となっている。
②前期は一般の方がスマートニュースからサイトに辿り着く割合が大きかったが、今期は
目的を持って検索してサイトに入った人が多かったと思われる。

（４）今期の上位検索ワード（ 年 月 日〜 年 月 日）
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①検索ワード上位は困窮者支援制度の各事業名とコロナ関係となっている。
②支援員等が検索したと思われる事業名等の語句が多いが、「住むところがない」「住
むところがない 相談」「生活が苦しい相談窓口」のように生活に困窮した人がアク
セスしていると思われる語句もある。

（５）今期の上位参照元メディア（ 年 月 日〜 年 月 日）

 
 

①前期は 4月にスマートニュースに掲載されたことで、一般ユーザーからのアクセス数
が増加し参照元としてはトップだったが、今期はGoogleからのアクセスがトップで、
目的を持ってキーワード検索からサイトにアクセスした人が ％を占めている。 

②次いでスマートニュースであり、依然として高い割合で推移している。次いで Yahoo!、
Bingからのアクセスが多く、こちらも目的を持って検索してこのサイトに繋がった人
である。

③当ネットワークのＨＰから繋がった人は、前期は４％だったが、今期は ％と、 倍

以上になっている。 

（６）今期の上位アクセス地域（ 年 月 日〜 年 月 日）

①地域別のアクセス数は、感染拡大地域からのアクセスが多く、コロナ関連で閲覧し
た人が多かったと思われる。
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①検索ワード上位は困窮者支援制度の各事業名とコロナ関係となっている。
②支援員等が検索したと思われる事業名等の語句が多いが、「住むところがない」「住
むところがない 相談」「生活が苦しい相談窓口」のように生活に困窮した人がアク
セスしていると思われる語句もある。

（５）今期の上位参照元メディア（ 年 月 日〜 年 月 日）

 
 

①前期は 4月にスマートニュースに掲載されたことで、一般ユーザーからのアクセス数
が増加し参照元としてはトップだったが、今期はGoogleからのアクセスがトップで、
目的を持ってキーワード検索からサイトにアクセスした人が ％を占めている。 

②次いでスマートニュースであり、依然として高い割合で推移している。次いで Yahoo!、
Bingからのアクセスが多く、こちらも目的を持って検索してこのサイトに繋がった人
である。

③当ネットワークのＨＰから繋がった人は、前期は４％だったが、今期は ％と、 倍

以上になっている。 

（６）今期の上位アクセス地域（ 年 月 日〜 年 月 日）

①地域別のアクセス数は、感染拡大地域からのアクセスが多く、コロナ関連で閲覧し
た人が多かったと思われる。
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（７）今期の上位閲覧ページ（ 年 月 日〜 年 月 日）

①前期の閲覧ページトップは「相談したい」だったが、今期のトップは「新型コロナウイ
ルス感染症に関する支援策等」となった。これは参照元が昨年トップだったスマートニ
ュースからは全国の自立相談支援窓口一覧に直接繋がるようになっており、Google検索
に変わったことも影響している。

②「知りたい」や困窮者支援事業の各事業のページ閲覧も多く、支援員等の活用も考えら
れる。

 
 

（８） 支援員限定ページのアクセス数（ 年 月 日〜 年 月 日）

①５月にＩＤ登録自治体へ、担当者変更等の連絡のお願いや「つなぐ箱」の新設の案内を
届けたことで、アクセスが増え、今期のアクセス数は 件となった。

②ブロック別研修の当日資料とアンケート入力フォームを支援員限定ページに掲載したた
め、１２月中旬から２月初旬までのアクセスが増えた。この掲載時期のアクセス数は通
常の約６倍となっている。

 
 
４－６ スケジュール

５月２６日（水） 厚生労働省と事務局打合せ、令和３年度委託事業の委託契約

の締結

５月２７日（木） 再委託にかかる承認申請書提出

６月 ３日（木） 情報共有サイト 未登録自治体登録手続き依頼文書発出

６月２８日（月） 承認通知

令和４年 
２月２８日（月） アクセス分析
※上記以外にも、全国研究交流大会、ブロック別研修の事業のためのページ作成や情報
アップ・更新作業を実施。詳細は、各事業のスケジュール参照。

ＩＤ登録自治体 

つなぐ箱の新設等の案内 

ブロック別研修資料掲載 

アンケート入力 
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（７）今期の上位閲覧ページ（ 年 月 日〜 年 月 日）

①前期の閲覧ページトップは「相談したい」だったが、今期のトップは「新型コロナウイ
ルス感染症に関する支援策等」となった。これは参照元が昨年トップだったスマートニ
ュースからは全国の自立相談支援窓口一覧に直接繋がるようになっており、Google検索
に変わったことも影響している。

②「知りたい」や困窮者支援事業の各事業のページ閲覧も多く、支援員等の活用も考えら
れる。

 
 

（８） 支援員限定ページのアクセス数（ 年 月 日〜 年 月 日）

①５月にＩＤ登録自治体へ、担当者変更等の連絡のお願いや「つなぐ箱」の新設の案内を
届けたことで、アクセスが増え、今期のアクセス数は 件となった。

②ブロック別研修の当日資料とアンケート入力フォームを支援員限定ページに掲載したた
め、１２月中旬から２月初旬までのアクセスが増えた。この掲載時期のアクセス数は通
常の約６倍となっている。

 
 
４－６ スケジュール

５月２６日（水） 厚生労働省と事務局打合せ、令和３年度委託事業の委託契約

の締結

５月２７日（木） 再委託にかかる承認申請書提出

６月 ３日（木） 情報共有サイト 未登録自治体登録手続き依頼文書発出

６月２８日（月） 承認通知

令和４年 
２月２８日（月） アクセス分析
※上記以外にも、全国研究交流大会、ブロック別研修の事業のためのページ作成や情報
アップ・更新作業を実施。詳細は、各事業のスケジュール参照。

ＩＤ登録自治体 

つなぐ箱の新設等の案内 

ブロック別研修資料掲載 

アンケート入力 
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４－７ 事業運営・実施体制

 
 

 
 
 生活困窮者自立支援全国ネットワーク 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

厚生労働省 

生活困窮者自立支援全国ネットワーク事務局 

体制：事務局長・事務スタッフ３名 
業務内容：全体とりまとめ、自治体との受発信、ヘルプデスク等問い合わせ

対応、アップ・更新情報選定・依頼、ＩＤ登録状況管理、報告等 

株式会社メディアレーベル 

ＨＰ改修（デザイン、構成等の提案・作成）、ＨＰアップ・更新作

業、アクセス分析・報告等 

委託 報告・相談 

報告・相談 委託 
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